
 

 

第一六二回 

閣第二二号 

   国の補助金等の整理及び合理化等に伴う義務教育費国庫負担法等の一部を改正す

る法律案 

 （義務教育費国庫負担法の一部改正） 

第一条 義務教育費国庫負担法（昭和二十七年法律第三百三号）の一部を次のように改

正する。 

  附則を附則第一項とし、附則に次の一項を加える。 

 ２ 平成十七年度に限り、国は、第二条に規定する経費について、同条の規定にかか

わらず、各都道府県ごとに、同条の規定を適用した場合の各都道府県ごとの平成十

七年度における国庫負担額（以下「平成十七年度国庫負担額」という。）から、文

部科学省令で定めるところにより当該平成十七年度国庫負担額に平成十七年度係数

（文部科学省令で定めるところにより、四千二百五十億円から公立養護学校整備特

別措置法（昭和三十一年法律第百五十二号）附則第十四項の規定に基づき文部科学

大臣が財務大臣と協議して定める額を控除した額を各都道府県ごとの平成十七年度

国庫負担額の合計額で除して得た数をいう。）を乗じて得た額を控除した額を負担

する。 

 （公立養護学校整備特別措置法の一部改正） 

第二条 公立養護学校整備特別措置法（昭和三十一年法律第百五十二号）の一部を次の

ように改正する。 

  附則に次の一項を加える。 

 14 平成十七年度に限り、国は、第五条に規定する経費について、同条の規定にかか

わらず、各都道府県ごとに、同条の規定を適用した場合の各都道府県ごとの平成十

七年度における国庫負担額（以下「平成十七年度国庫負担額」という。）から、文

部科学省令で定めるところにより当該平成十七年度国庫負担額に平成十七年度係数

（文部科学省令で定めるところにより、文部科学大臣が財務大臣と協議して定める

額を各都道府県ごとの平成十七年度国庫負担額の合計額で除して得た数をいう。）

を乗じて得た額を控除した額を負担する。 

 （産業教育振興法の一部改正） 

第三条 産業教育振興法（昭和二十六年法律第二百二十八号）の一部を次のように改正

する。 

  第十五条第一項第一号及び第二号中「又は設備」を削る。 

  第十九条第一項中「第十五条第二項第一号」を「第十五条第一項第一号及び第二号

中「施設」とあるのは「施設又は設備」と、同条第二項第一号」に、「とあるの

は、」を「とあるのは」に改める。 

 （高等学校の定時制教育及び通信教育振興法の一部改正） 



 

 

第四条 高等学校の定時制教育及び通信教育振興法（昭和二十八年法律第二百三十八

号）の一部を次のように改正する。 

  第六条及び第七条を削る。 

  第八条中「及び前二条」を削り、同条を第六条とする。 

 （学校給食法の一部改正） 

第五条 学校給食法（昭和二十九年法律第百六十号）の一部を次のように改正する。 

  第七条第二項中「保護者で次の各号のいずれかに該当する」を「保護者（以下この

項において「保護者」という。）で生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）第

六条第二項に規定する要保護者（その児童又は生徒について、同法第十三条の規定に

よる教育扶助で学校給食費に関するものが行われている場合の保護者である者を除

く。）である」に改め、同項各号を削る。 

 （就学困難な児童及び生徒に係る就学奨励についての国の援助に関する法律の一部改

正） 

第六条 就学困難な児童及び生徒に係る就学奨励についての国の援助に関する法律（昭

和三十一年法律第四十号）の一部を次のように改正する。 

  第二条を次のように改める。 

  （国の補助） 

 第二条 国は、市（特別区を含む。）町村が、その区域内に住所を有する学校教育法

（昭和二十二年法律第二十六号）第二十三条に規定する学齢児童又は同法第三十九

条第二項に規定する学齢生徒（以下「児童生徒」という。）の同法第二十二条第一

項に規定する保護者で生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）第六条第二項

に規定する要保護者であるものに対して、児童生徒に係る次に掲げる費用等（当該

児童生徒について、同法第十三条の規定による教育扶助が行われている場合にあつ

ては、当該教育扶助に係る第一号又は第二号に掲げるものを除く。）を支給する場

合には、予算の範囲内において、これに要する経費を補助する。 

  一 学用品又はその購入費 

  二 通学に要する交通費 

  三 修学旅行費 

 （学校保健法の一部改正） 

第七条 学校保健法（昭和三十三年法律第五十六号）の一部を次のように改正する。 

  第十八条第一項中「規定により」の下に「同条第一号に掲げる者に対して」を加え

る。 

 （スポーツ振興法の一部改正） 

第八条 スポーツ振興法（昭和三十六年法律第百四十一号）の一部を次のように改正す

る。 

  第二十条第一項第三号及び第四号を削る。 



 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この法律は、平成十七年四月一日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 第一条の規定による改正後の義務教育費国庫負担法及び第二条の規定による改正後

の公立養護学校整備特別措置法の規定は、平成十七年度の予算に係る国の負担につい

て適用し、平成十六年度以前の年度に係る経費につき平成十七年度に支出される国の

負担については、なお従前の例による。 

 （公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律の一部改正） 

３ 公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律（昭和三十三年

法律第百十六号）の一部を次のように改正する。 

  第九条第四号中「保護者」の下に「（同条に規定する費用等の支給を受けるものに

限る。）及びこれに準ずる程度に困窮している者で政令で定めるもの」を加える。 

 （構造改革特別区域法の一部改正） 

４ 構造改革特別区域法（平成十四年法律第百八十九号）の一部を次のように改正する。 

  第十二条第十一項の表高等学校の定時制教育及び通信教育振興法（昭和二十八年法

律第二百三十八号）の項を削る。 

  第十三条第四項の表高等学校の定時制教育及び通信教育振興法の項を削る。 



 

 

     理 由 

 国及び地方公共団体を通じた財政改革のための国の補助金等の整理及び合理化等に伴

い、平成十七年度における暫定措置として公立の義務教育諸学校の教職員の給与等に要

する経費の国庫負担額を減額するほか、経済的理由によって就学困難な児童及び生徒に

ついて学用品等を給与する場合における国の補助の対象を要保護者に限定する等文部科

学省関係の補助金の整理及び合理化を図る必要がある。これが、この法律案を提出する

理由である。 

 


